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2011 年 3 月の東北地方太平洋沖地震では，日本の観測史上最大となるマグニチュード
9.0 の巨大地震が発生し，想定をはるかに超える大津波の襲来により 1)，日本の沿岸各地で
約 2 万 9 千隻に及ぶ漁船が被災し，特に岩手県と宮城県では，ほぼ壊滅的な被害を受けた
2)．このような津波による漁船被害は，過去の津波災害においても多数確認されている．
その際の漁船被害をみると，1983 年 5 月の日本海中部地震などの数メートルを超える大
津波に限らず，2010 年 2 月のチリ中部沿岸の地震などの数 10cm から 1m 程度の津波にお
いても被災した事例が報告されている 3)-6)．このような背景の下，我が国の沿岸地域には





































































































































第 4 章では，第 3 章で検討したコミュニケーション・プロセスに基づき，具体的な対策
として，津波襲来危険時における漁船の沖出し可否を適切に判断し行動できる“漁船の避
難ルール”を検討する． 


























図 1-1 本論文の構成 
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2011 年 3 月の東北地方太平洋沖地震では，日本の観測史上最大となるマグニチュード
9.0 の巨大地震が発生し，想定をはるかに超える大津波が襲来した 1)．この津波では，日本
の沿岸各地で約 2 万 9 千隻に及ぶ漁船が被災し，特に岩手県と宮城県では，ほぼ壊滅的な
被害を受けたことが報告されている 2)．このような津波による漁船被害は，過去の津波災
害においても多数確認されている 3)．例えば，1983 年 5 月の日本海中部地震では，津波の
第 1 波が早いところで地震発生から約 7～8 分後に到達し，最大約 6m の津波を観測した．
震源が近い青森県や秋田県では，津波到達までの時間が短く甚大な漁船被害が発生し，震
源から遠い島根県では，津波到達までに時間があったにもかかわらず，揺れを伴わなかっ




波ではなく，2010 年 2 月のチリ中部沿岸の地震のように津波高さが数 10cm から 1m 程度
の津波 5)においても，漁船が転覆する被害が報告されている 6)． 
このような背景の下，我が国の沿岸地域には約 6,300 に及ぶ漁業集落が存在しており，












となった事例 8)が報告されている．また，2003 年 9 月の十勝沖地震では，多くの漁民が漁
船の沖出しを行い沖合に待機していたが，津波が砕波し被災する恐れがある水深 30m 未満
の海域に待機していた事例が確認されている 9)．そして，想定をはるかに超える大津波が






















































































































我が国では 1952 年から気象庁による津波予報体制が構築され，1999 年より数値シミュ
レーションを活用した量的津波予報が導入された 24)．この導入に伴い，津波予報区が従前
の全国 18 区から都道府県単位の 66 区へと細分化されるとともに，津波情報は「津波注意
報」「津波警報」「大津波警報」の 3 段階から，｢0.5m｣「1m」「2m」「3m」「4m」「6m」「8m」
「10m 以上」の 8 段階に細分化された具体的な数値で発表されるようになった 25)．気象庁
の量的津波予報では，発表の迅速性が求められることから，計算結果を事前にデータベー
ス化し，津波予報を行っている．このデータベース化により，津波予報に要する時間も，








































にある」ことが指摘されている 35)．例えば，津波警報の第 1 報で「津波の高さ 3m」と予
15 
想されると，正当な根拠もなく「3m よりも高い津波は来ない」と思い込み，状況を楽観
視してしまうことがこれに当たる．これは，2011 年 3 月の東北地方太平洋沖地震において











くなることである 37)．この事例として，2006 年 11 月の千島列島の地震と 2007 年の千島
列島東方沖の地震における住民の避難行動が挙げられる．2006 年の千島列島の地震では，



































り，自宅の 2 階にとどまり犠牲となった事例等が報告されている 42)．そのため，ハザード
マップは必ずしも実際に起こり得る災害を予測するものではなく，あくまでも，仮定の条






















る 43)．また，漁船の種類をみると，無動力船，船外機船，動力船の 3 種類に大別される．
無動力船は推進機関を持たない漁船，船外機船は無動力漁船に船外機（取り外し可能な推
進機関）を付けた漁船，動力船は推進機関を船体に固定した漁船を示している 43)．2008
年の漁業センサス 44)によると，動力船が約 9 万 9 千隻と最も多く全体の約 53%を占めて
いる．また，船外機船は全体の約 44%を占める一方で，無動力船は全体の約 3%にとどま
っている．さらに，動力船のトン数別隻数をみると，5 トン未満が約 7 万 5 千隻で約 75%
























































































































































































































































図 2-3 本研究の枠組み 
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の漁船被害について，1983 年の日本海中部地震や 1993 年の北海道南西沖地震などの
数メートルを超える大津波に限らず，2010 年のチリ中部沿岸の地震などの数 10cm か











































































































































































355 世帯，人口 1,087 人の漁業地域である（2010 年 1 月末時点）．当該地域の沿岸に
は，落石・浜松・昆布盛・長節・初田牛の 5 地区があり，落石港，浜松港，昆布盛港
の 3 港が存在する（図 3-2）．当該地域は，1960 年のチリ沖地震津波や 1973 年の根室
半島沖地震津波など 25)，過去に多くの津波が襲来し被害を受けてきた津波の常襲地域
であり，2005 年 9 月施行の『日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策
の推進に関する特別措置法』（以下，特措法）の推進地域 26)に指定されている．当該











































































































































































































































































































































































































































































































































































死者・行方不明者が約 1 万 9 千人に及ぶ未曾有の被害となった 29)．我が国の沿岸地域
では，近い将来，巨大地震に伴う大津波の襲来が想定されている．地震調査研究推進
本部による海溝型地震の長期評価 30)によると，今後 30 年以内の発生確率が東海地震


















































































































く検討を促すことを目的として，落石漁協に所属する漁民を対象に 1～2 ヶ月に 1 回の
ペースで“漁民ワーキンググループ（以下，漁民 WG）”を開催してきた．この漁民
















































































図 3-11 根室市落石地区における漁民の主体的態度の形成を促す取り組みの概要 
 
(2)津波 WG における検討 





















































































































































































































































































































































































































































































































3m ・ 4m 40m以深
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の種類をみると，無動力船，船外機船，動力船に大別され，動力船が約 9 万 9 千隻と













落石漁協は，落石港，浜松港，昆布盛港の 3 港を有し，動力船 107 隻，船外機船 184
隻の計 291 隻を所有している．本調査は，出港準備から避難海域までの所要時間と漁
船避難の課題把握を目的として実施した．また，本調査では，4.9t から 19t までの動
力船 24 隻が 3 港から出港し，水深 50m まで避難することとした．なお，調査に当た
っては，避難の所要時間や航行速度，航行ルートなどの詳細を把握するため，参加し
た全船に携帯用 GPS を所持させた． 
 
4-2-2 漁船避難の所要時間と明らかになった課題 
表 4-1 より，実態調査結果に基づく所要時間をみると，出港準備に 2～3 分，出港か
ら港口までの移動に 2～3 分を要し，港口から水深 50m までの移動に 18～20 分を要
した．この所要時間と GPS で計測した航行距離から漁船の航行速度を算出すると，港





















3.1 4.5 3.6 9.0 
落 石 2.4 
(3.1) (7.6) (11.2) (20.2) 
1.9 5.0 3.3 7.6 
浜 松 2.1 
(1.9) (6.9) (10.2) (17.8) 
1.5 7.3 3.5 7.7 
昆布盛 2.0 



























に遭わない条件を満足する必要がある．ガイドラインでは，以下の 2 つを示している． 
①流速条件：津波流速によって漁船等の船舶が操船不能となる限界流速以下である















ドラインでは，漁船の航行速度を 10 ノットと仮定し，その 5 分の 1 である 2 ノット



























































































































4分 3分 5分 8分 12分 
 






6m 以上 50m 以深  ■沖出ししないことが望ましい 赤 
 ①20 分（15 分）未満の場合 
  危険なので沖出ししない 
  ことが望ましい  
赤 
 ②20 分（15 分）以上  
   25 分（20 分）未満の場合，
  直ちに出港すれば， 
  避難海域まで沖出しできる  



















 ③25 分（20 分）以上の場合，  
  速やかに出港すれば，  
  避難海域まで安全に 
  沖出しできる可能性がある  
青 
津波注意報 0.5m － 
 ■各自判断 
  ※津波警報解除後に帰港 












































図 4-3 海上滞在時の漁船避難の考え方 
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さらに，2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分頃，東北地方太平洋沖を震源として，わが国
の地震観測史上最大規模となるマグニチュード 9.0 の巨大地震が発生した（以下，東
北地方太平洋沖地震津波）．この地震では，場所によって地震発生後まもなく第 1 波が




















































効果を検証するため，2 つのアンケート調査を実施した．調査概要は，表 5-1 に示す
通りである． 
一つは，各漁協の沖出し状況を把握するため，2011 年 6 月に，北海道太平洋沿岸で
大津波警報が発表された漁協を対象に調査（漁協アンケート）を実施した．配布・回
収は郵送により行い，回収率は約 67%（配布：41 組合／回収：27 組合）であった．
調査票は，漁船の係留や沖出し，被害の状況などに関する項目により構成されている． 
もう一つは，津波襲来危険時における漁船の津波沖出し行動の実態やルール遵守の









表 5-1 アンケート調査の概要 
 2010 年チリ地震津波 2011 年東北地方太平洋沖地震津波 



























配 布 数 166 票 41 票 175 票 










2010 年 2 月 27 日 15 時 34 分頃，チリ中部沿岸を震源とするマグニチュード 8.8 の
地震が発生した 4)．この地震では震源が遠地だったため，地震のゆれがない中，地震
発生から 21 時間以上の時間を経て，日本の沿岸に津波が到達した．我が国では，2 月
28 日 12 時 43 分頃，南鳥島に第 1 波到達後，沿岸各地に津波が繰返し襲来し，各地の














は地震発生から約 48 分後の 15 時 34 分頃に微弱の第 1 波が到達し，約 71 分後の 15
80 
時 57 分頃に 2.8m の最大波が観測された．なお，漁協アンケートの対象地域である北
海道太平洋沿岸中部では震度 3～4 程度であったが，えりも町庶野で地震発生から約
32 分後の 15 時 18 分頃に 0.1m の第 1 波が到達し，約 58 分後の 15 時 44 分頃に 3.5m
の最大波が観測された．また，北海道太平洋沿岸西部では同じ震度 3～4 程度であった
が，函館で地震発生から約 85 分後の 16 時 11 分頃に 1.9m の第 1 波が到達し，約 248
分後の 18 時 54 分頃に 2.8m の最大波が観測された． 

















地 震 発生日時 
2 月 27 日 
15 時 34 分頃 
3 月 11 日 
14 時 46 分頃 
 震源の位置 チリ中部沿岸 三陸沖 
 規模（マグニチュード） 8.6 9.0※1 
 震度（根室市） なし 1～2 
津波情報 発表日時（第 1 報） 
2 月 28 日 
9 時 33 分頃 
3 月 11 日 
14 時 49 分頃 
 津波到達予想時刻 
（北海道太平洋沿岸東部）
2 月 28 日 
13 時 00 分頃 
3 月 11 日 
15 時 30 分頃 
 発表から津波到達予想時刻
までの時間（リードタイム）


















市落石地区における情報伝達の状況について，図 5-1 と表 5-3 に 2010 年のチリ地震
津波の概要を，図 5-2 と表 5-4 に 2011 年の東北地方太平洋沖地震津波の概要を示す． 
 
(1) チリ地震津波における情報伝達の概要 
表 5-3 より，2010 年のチリ地震津波では，地震発生後数分で発表される震源が近地
の地震に比べて遅く，地震発生から約 18 時間後の 2 月 28 日 9 時 33 分頃に，気象庁
から津波警報が発表された．当該地域の津波警報では，津波の予想高さ 2m，予想到達
時刻 2 月 28 日 13 時 00 分頃，満潮時刻 2 月 28 日 14 時 38 分頃と発表された．また，
この津波情報を受けて，根室市では 9 時 40 分に避難指示を発令し，防災行政無線や広
報車などを通じて避難情報が根室市民に伝達された．その後，津波の予想到達時刻よ
り 1 時間程度遅れた 13 時 47 分頃，第 1 波が根室花咲港に到達し，そのことが 14 時 7
分頃に気象庁より発表された．さらに，15 時 47 分頃に根室花咲港へ 0.9m の津波が到
達し，そのことが 16 時 5 分頃に気象庁より発表されるとともに，根室花咲港の冠水の
様子がテレビで報道された．なお，落石港においてもほぼ同じ時間帯に，港内の冠水
が観測されている．その後，津波は繰返し襲来し，19 時 27 分頃に 18 時 23 分頃の 1.0m
の最大波到達が発表され，3 月 1 日 1 時 7 分頃に津波警報の解除，8 時 40 分頃に津波
注意報の解除が，それぞれ気象庁より発表された．この間，落石漁協では，津波警報
発表後の 2 月 28 日 11 時頃に操業中の漁船への待機指示と，港内に係留中の漁船に水









































表 5-3 根室市落石地区における情報伝達・津波到達の概要 4) 
（2010 年チリ地震津波） 
番号 発表日時 災害情報・避難情報 
① 2/28  9:33 頃 津波警報（津波） 
② 2/28  9:35 頃 予想高さ・到達時刻（2m，13:00） 
③ 2/28  9:37 頃 満潮時刻（14:38） 
④ 2/28  9:40 頃 避難指示発令（根室市）※1 
2/28 11:00 頃 操業船の待機指示（落石漁協） 
⑤ 
2/28 11:00 頃 50m 以深への避難指示（落石漁協） 
⑥ 2/28 14:07 頃  第 1 波到達（13:47）※2 
⑦ 2/28 16:05 頃 最大波（0.9m）到達①（15:48） 
⑧ 2/28 19:15 頃 待機船への帰港指示（落石漁協） 
⑨ 2/28 19:27 頃 最大波（1.0m）到達②（18:23） 
⑩ 3/1   1:07 頃 津波警報解除⇒津波注意報へ移行 
⑪ 3/1   1:07 頃 避難指示解除（根室市） 
⑫ 3/1   8:40 頃 津波注意報解除 




表 5-4 より，2011 年の東北地方太平洋沖地震津波では，地震発生から 3 分後の 3 月
11 日 14 時 49 分頃に，気象庁から津波注意報が発表され，その後，津波注意報 0.5m
から大津波警報 6m に至るまで，予想津波高さが段階的に引き上げられたことがわか




解除まで約 23 時間，津波警報解除まで約 30 時間と，長時間にわたって津波警報が発
表され続けていた点もこの地震における津波警報の特徴といえる．なお，図 5-2 に示
す通り，漁協アンケートの対象地域である北海道太平洋沿岸中部では「予想高さ 8m，
津波到達は約 40 分後」，北海道太平洋沿岸西部では「予想高さ 6m，津波到達は約 50
分後」の大津波警報が発表された．特に，北海道太平洋沿岸中部では，地震発生 3 分
後の第一報で東部・西部の津波注意報と異なる「予想高さ 1m，津波到達は約 40 分後」
の津波警報が発表された．この間，落石漁協では，地震発生すぐに，港内に係留中の





















図 5-2 北海道沿岸における津波警報の発表状況（2011 年東北地方太平洋沖地震津波）5) 
（気象庁ＨＰ津波予報区の図に追記） 
 
表 5-4 落石地区における情報伝達・津波到達の概要 5) 
（2011 年東北地方太平洋沖地震津波） 
番号 日時 地震・津波情報，避難情報 
① 3/11 14:46 頃 地震発生 
② 3/11 14:49 頃 津波注意報（0.5m，到達時刻 15:30） 
③ 3/11 14:53 頃 地震情報（Ｍ7.9，震度：根室 1,2) 
④ 3/11 15:14 頃 
津波警報（1m，到達時刻 15:30） 
避難勧告発令（根室市）※1 
⑤ 3/11 15:30 頃 
大津波警報（3m，既に到達と推測） 
避難指示発令（根室市）※1 
⑥ 3/11 15:34 頃 第 1 波到達（15:49 発表）※2 
⑦ 3/11 15:57 頃 最大波到達（16:13 発表） 
⑧ 3/11 16:08 頃 大津波警報（6m，既に到達） 
⑨ 3/11 17:30 頃 地震情報（Ｍ8.8） 
⑩ 3/12 13:50 頃 大津波警報解除⇒津波警報へ移行 
⑪ 3/12 20:20 頃 
津波警報解除⇒津波注意報へ移行 
避難指示解除（根室市） 
⑫ 3/13 17:58 頃 津波注意報解除 





















前述の通り，2010 年のチリ地震津波 9)では，最大波が須崎港と久慈港で 1.2m，根
室花咲港で 1.0m 程度にとどまり，養殖施設に被害が生じたものの，漁船に甚大な被





































































図 5-4 各漁協の漁船の沖出し状況 
図 5-3 より，各漁協における漁船の被災状況をみると，津波により被害を受けた漁
協は，約 63%（17 漁協）に及んだ．そのうち，港内係留中の漁船に被害を受けたのは
約 65%（11 漁協）で，その漁船数は比較的少なかった．この要因として，予想高さ 6
ｍまたは 8m の大津波警報が発表されたが，実際に襲来したのは最大で 3.5m（えりも
町庶野）と予想よりも小さく，さらに図 5-4 に示す通り，約 96%（26 組合）の漁協で
漁船の沖出しが行われていたためと考えられる．一方，上架船が被災した漁協は，図

































図 5-5 より，落石漁協における沖出し開始タイミングをみると，13 時の第 1 波予想









図 5-7 より，落石漁協の漁船の帰港タイミングをみると，津波警報が解除された 3




































※図中の①～⑥の番号は表 5-3 の番号を示す。 































































































※図中の⑥～⑪の番号は表 5-3 の番号を示す。 


















図 5-8 より，各漁協の沖出し開始タイミングをみると，他の漁協では約半数の 48%
（13 組合）しか予想津波到達時刻前に沖出しを開始しておらず，残りの 52%（14 組
合）は予想津波到達時刻の 15 時 30 分以降に沖出しを開始していたことが確認された． 
一方，図 5-11 より，落石漁協における沖出し開始タイミングをみると，15 時 34 分




34％（9 組合）しか水深 50m 以上の海域へ沖出ししておらず，約 35%（9 組合）は津
波襲来時に危険が想定される水深 30m未満の浅瀬へ沖出ししていたことが確認された． 
一方，図 5-12 より，落石漁協における漁船沖出し後の海域の水深をみると，約 88%
（41 隻）が水深 50m 以上の海域へ沖出していたことが確認された． 
c) 漁船の帰港タイミング 
図 5-10 より，各漁協の帰港タイミングをみると，大津波警報が解除された 3 月 12
日 13 時 50 分前後まで沖合で待機していた漁協の割合は約 22%（6 組合）であったこ
とが確認された． 
一方，図 5-13 より，落石漁協の帰港タイミングをみると，大津波警報が解除された
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※図中の①～⑨の番号は表 5-4 の番号を示す。 





































































※図中の①～⑪の番号は表 5-4 の番号を示す。 
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※図中の①～⑨の番号は表 5-4 の番号を示す。 





























































① ⑥ ⑦ ⑩ ⑪
(%)
 
※図中の①～⑪の番号は表 5-4 の番号を示す。 


























前章の表 4-3 より，落石漁協で策定していた漁船の避難ルールでは，9 時 35 分に発
表された“予想津波高さ 2m の場合，予想津波到達時刻までの余裕時間が 15 分未満の
場合には，沖出ししないことが望ましい”としていた．つまり，気象庁より発表され
た津波情報では，予想到達時刻が 13 時であったことから，12 時 45 分以降は沖出しし
ないことが望ましかったといえる．図 5-5 より，この津波襲来危険時に避難ルールを




いて，9 時 35 分に発表された“予想津波高さ 2m の場合，水深 30m 以深まで”沖出し
することと定めていた．図 5-6 より，この津波襲来危険時に避難ルールを遵守した漁
92 



































































一方，図 5-13 より，地震発生から約 23 時間後の大津波警報が解除された 3 月 12 日
































する際には，図 5-14 に点線枠で示した北海道想定の 500 年間隔地震津波 18)による浸
水予測区域内に居住する漁民やその家族についてのみ行うものとする． 









ミングをみると，約 87%の漁民が第 1 波予想到達時刻の 13 時頃までに避難していた
ことがわかる．また，帰宅タイミングをみると，約 54％の漁民が 1.0m の最大波到達


























は，避難率が約 38%であった．また，その避難タイミングをみると，第 1 波予想到達
時刻までに約 90%が避難しており良好であったが，帰宅タイミングについては，大津
波警報が津波警報に切り替わった 19 時頃までに約 85%の住民が帰宅していたことが

































































































図中の①～⑥の番号は表 5-3 の番号を示す。 































図中の⑥～⑪の番号は表 5-3 の番号を示す。 







ミングを図 5-19,20 に示す．これより，避難開始タイミングをみると，約 67%の漁民
が第 1 波予想到達時刻の 15 時 30 分頃までに避難し，2.8m の最大波が到達した 16 時
頃までに約 95%の漁民が避難していたことがわかる．また，帰宅タイミングをみると，
避難したほぼ全ての漁民が 2.8m の最大波が到達した 16 時頃まで避難先にとどまり，
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※図中の①～⑨の番号は表 5-4 の番号を示す． 
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※図中の①～⑪の番号は表 5-4 の番号を示す． 










であったが，3 月 12 日の 0 時頃までに約 90%の住民が帰宅し，約 10%しか避難先に
とどまっていなかったことが確認されている 22)．さらに，図 5-21 に示す通り，根室
市における落石地区以外の住民の避難状況をみると，落石地区の住民より避難率が低
く約 28%にとどまっていた．その帰宅タイミングをみると，落石地区の住民より早く，
















































































図 5-21 根室市における住民の避難状況 
5-4-2 漁民の家族の対応 







ングを図 5-23,24 に示す．これより，避難タイミングをみると，約 91%の家族が第 1
波予想到達時刻の 13 時頃までに避難していたことがわかる．また，帰宅タイミングを
みると，約 61％の家族が 1.0m の最大波到達の発表があった 19 時 30 分頃まで避難先



























































図中の①～⑥の番号は表 5-3 の番号を示す． 





























図中の⑥～⑪の番号は表 5-3 の番号を示す． 






ングを図 5-26,27 に示す．これより，避難タイミングをみると，約 68%の家族が第 1
波予想到達時刻の 15 時 30 分頃までに避難し，2.8m の最大波が到達した 16 時頃まで
に約 92%の家族が避難していたことがわかる．また，帰宅タイミングをみると，避難
したほぼ全ての家族が 2.8m の最大波到達の発表があった 16 時頃まで避難先に留まり，
約 21%の家族が 3 月 12 日 13 時 50 分頃の大津波警報解除まで，約 14%の家族が 3 月























※図中の①～⑨の番号は表 5-4 の番号を示す． 
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※図中の①～⑪の番号は表 5-4 の番号を示す． 
図 5-27 漁民の家族の帰宅タイミング 
 















































































































































































































































そう思う そう思わない  











































































































































































































図 5-35 沖合待機中に不便だったこと 
 
b) 海上操業中や沖合待機中の漁船との連絡体制の整備 












































図 5-36 携帯電話の使用可否状況 
 













































































究報告書 平成 16 年 3 月. 














8) 河北新報（2011），3.11 大震災／是か非か 津波から船を守る「沖出し，河北新報ホ
ームページ（参照年月日：2012.2.10） 
http://www.kahoku.co.jp/spe/spe_sys1062/20110514_21.htm 
9) 気象庁（2010）：2010 年 2 月 27 日 15 時 34 分頃にチリ中部沿岸で発生した地震に



























20) 静岡大学防災総合センター牛山研究室（2010），2010 年 2 月 28 日チリ地震津波に関
する調査報告書，pp.11-12. 
21) 田中淳（2011）：2011 年東北地方太平洋沖地震における北海道道民の避難行動，東京
大学 大学院情報学環 総合防災情報研究センターホームページ（参照年月日:2012 年
6.30），http://cidir.iii.u-tokyo.ac.jp/. 
22) 浜中町（2011）：平成 23 年 3 月 11 日東北地方太平沖地震 大津波警報警報発表時（避
難指示発令時）における避難状況． 



































































































第 5 章では，第 4 章で検討した漁船の避難ルールについて，津波の特徴が異なる遠地津



















































































































2012 年 12 月 
村澤 直樹 
